






























































































起動力 ●労働運動 ●女性運動 ●パート法は、女性運動、
野党政治活動






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































段階 年度 労働時間 法制化のステップと実態改善
① 1985
P986
P987
2112
Q104
Q120
労働基準法研究会中間報告に対する批判と85年度時短春闘、
W5112同研究会による労働時間法制化の最終報告
J働者側の労基法改正要求、8618中央労働基準審議会による改正案審議がスタート、
燉Z機関の土曜閉店制拡大
S週6休の人事院勧告、8719時短のための改正労基法成立、
燉Z機関の完全週休2日制移行を労相が要請
② 1988
P989
P990
2100
Q076
Q044
日経連が時短積極取り組みに姿勢転換、8814法定労働時間週46時間制がスタート
樺闃O労働時間の目安指針改正（年450時間）、時短春闘による休日
搦ﾀ現
X0112週44時間制移行のための政令改正、
X董ノ1日本商工会議所が法律措置一一律実施に難色示す
③ 1991
P992
P993
2006
P958
P909
9114週44時間制がスタート、鉄鋼大手の時短中期プログラム・電力各社の新休暇
ｧ度の設定
痩ﾆ公務員の完全週休2日制実施、9215時短促進法が成立、
結桴､工会議所が労基法抜本改正に反対表明
樺闃O労働時間の目安指針改正（年360時間）、時短助成金制度を実施
X316遇40時間の改正労基法成立
④ 1994
P995
P996
P997
P998
1903
P913
P912
P896
P9B
94／4週40時間制スタート
X614中小企業団体が猶予措置期限（97／3）の延長を要求
X7／4週40時間制の全面実施（ただし2年間の指導期間を設ける）
j日3連休化の改正祝日法成立、9819裁萱労働制の改正労基法成立
注1①②③④は、それぞれ時短の第一次段階～第四次段階にあることを示す。
注2．「労働時間」は年間総実労働時聞の実績を示す。
注3．政策の実施は年度始めに行われることが多いので、上表は年度単位でまとめた。
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　上表が示すように、②段階的な立法（法改正を含む）の積み重ねによって
…「漸進主義」「段階主義」に貫かれた「日本的」立法だが…長い時間をか
けながらも、時短を目標達成に導いたものと見ることが出来る。その点では、
③担当した官僚陣の「立法技術」（政治的心配りも含めて）が評価されてよ
いのであろう。
　しかし、法律によって労働時間が自然減少した訳ではない。一つひとつの
企業による時短実現の過程が、上表の労働時間逓減に現れているのである。
その意味で、最終的には、④労使の努力によって時短が実現できたことに間
違いはない。そして、その場合の法は、多くの企業にとって「行動目標」と
して機能したものと解する。何故ならば、各段階において、それぞれ改正法
施行日より前に法制化の効果が現れているからである。法が強制力のある
「行為規範」として機能したのは、そのような自主的改善の進まなかった企
業に対してであった、と筆者は見る。その面から見れば、⑤労基法のf罰則
付き禁止規定」が、法制化政策の実効性を高めていたことは否定できない。
2　男女平等法令の政策効果
　もともと、この法律の基本的なスタンスは、雇用の場における「男女平等」
を、欧米のように「法律優先」で実現していくのではなく、「行政指導」と
「日本的労使関係」の中で一つずつ実行に移そうという「漸進主義」をとる
ところにあった。しかし、均等法施行後の10年をみた結果として、そのスタ
ンスでは法制化の効果が得られなかった。
　時短法令と対比してその原因を考えて見ると、①各企業における男女平等
問題に対する意識の不足、②政策遂行に対する経済的見返りのなさ（「女性」
の人材確保以外にメリットを見出せなかった）、③法律の核心部分を「努力
義務」としたなど、法律としての「実効性の低さ」に問題があったからであ
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る。結局、均等法は、努力義務であったものを明確な「禁止規定」に改めて、
再スタート（97年6月に改正法成立）を切ることになった。
　次は、育児休業法制定の問題である。育児休業に関する前法（72年に成立
の勤労婦人福祉法等）でも、均等法と同じく核心部分を「努力義務」として
定めていたため、18年経っても実効性が高まらなかった。91年5月に成立の
育児休業法では、罰則はないものの「義務規定」に改め、従業員30人以下の
中小企業に対し法律の適用を3年間猶予して再出発している。
　育児・介護休業法改正（95年6月に成立）では、核心部分の「介護休業」
の導入を、99年4月から「義務規定」とすることにし、それ以前は「努力義
務規定」にしている。そのような段階的プロセスが必要であったのだろうか、
疑問なしとしない。
　以上のごとく、男女平等法制全体として、実効性の低い無駄なプロセスが
多く、時短法制の場合に比べ、立法技術の点でもやや見劣りするように思わ
れる。「国民の欲する法律が手に入らない」という結果から見れば、これも
また「立法遅滞現象」の一つと言うべきものであろう。
3　パート・派遣労働法令の政策効果
　まず、労働者派遣法（85年6月に成立）について検討する。行政管理庁の
勧告にも見られるとおり、同法には、政策効果として二つの狙いがあった筈
である。①労働者派遣事業を規制・適正化して「新しい労働力需給システム」
として機能させること、②福利厚生の拡充など、派遣労働者の保護を図るこ
とであった。まず、①の「新しい労働力需給システム」の政策効果であるが、
これについては働く者の意識変化にもマッチして、人材の流動化・雇用機会
の創出に役立ったと見てよい。対象業務が「原則自由化」にまで拡大された
のは、その証左であろう。次に、②の「労働者の保護」の政策効果はどうで
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あろうか。時短の場合とは異なり、結果を計量化できないことから、政策効
果は見えにくい。都内の労政事務所に持ち込まれた相談内容、労働省の実態
調査などから見る限り苦情も少なくなく、安心して働くための環境づくりは、
まだこれからのようである。
　それでは、派遣法は、立法技術の点（政治的心配りも含めて）ではどうな
のか。労働省の立案初期における調整不備については、既に述べた。もとも
と、派遣法については、国が法制化によって政策を実現したというよりは、
経済界が自らの政策を実現するために、国に法制化を求めたものだったとす
る見方もある。そのように見れば、労働省の消極的な態度も…心情としては
…理解できる。しかし、仮にそのような取引があったとしても、この立法は、
②の「労働者の保護」の整備と、①の「新しい需給システム」の認知とが、
対等な交換条件にあった筈である。労働省も労働者側も、消極的態度に終始
せず、逆に①を交換条件にして、②を死守する戦略があっても良かったので
はないか。後知恵ではあるが、立法材料の生かし方という点では、派遣法の
立法には政治的工夫の足りないところがあった、という取り方もできる。
　次に、パート労働法（93年6月に成立）について検討する。
　この法律も、労働者保護の政策効果は見えにくい。派遺法と同じく、結果の
計量化が困難だからである。一方では、女性パートの急増に伴い、労働者の保
護の面で「女性は今下り坂の時代」にいるという見方があり、他方では、柔軟
な労働力として、雇用の拡大、経済の活性化に貢献している面も強調される。
この法律では、情報提供、助成金支給など、労働者保護を促進する機関として
「短時間労働援助センター」が設けられている。今後その機能発揮に着日したい。
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結びにかえて
　さて、本稿も終わりに近づいた。立案・立法過程の研究では、特に立案過
程のダイナミズムが捉えにくく、仮説に対する立証の難しさを痛感した。
「法律は官僚が作っている」という見方は一般的なものであろうが、事例分
析が示すとおり同じ省の中でも所管する「局」が違えば（40）、立法について
の考え方も政治力も異なり、「作り」上げられた法律の実効性まで違ってく
る。立法の進むべき方向としては、上述の事例分析の結果を教訓として「官」
の都合に合わせた立法となる道を避け、「国民」のための立法となる道を選
ぶべきことは当然であろう。そのためには、政府与党は、立案過程の、とく
に「発案」プロセスにおいて、より明確なリーダーシップを示し、かつ、そ
の政策立案をもっと国民に知らしめる必要がある。政府与党は、国民に対し、
政策立案について「説明責任」があるからである。メディアもまた、そのた
めの努力を尽くすべきである。
　また、国会及び国会議員は、正統性ある立法機関として、さらに立法補佐
機構を充実し、「議員立法」の道を一段と拡大強化すべきことを提言したい。
〈脚注〉
（1）本稿は、筆者が学習院大学大学院に提出した平成11年度修士論文「労働法令の立
案・立法過程の研究」を要約したものである。
（2）筆者は、「立法遅滞現象」について、四つの例示を基に「法令の受け手側からみて、
当然実施されるべき筈の法令制定が遅滞している現象」と定義したが、率直にいって、
これは一般企業実務家の意識を起点にしたものである。今後の研究により、この定義を
更に一般化することが課題である、と認識している。
（3）福井秀夫「市場重視の立法改革を」（『日本経済新聞i経済教室98年8月5日）は、
筆者と同じく、「立法的解決の遅滞がばく大な社会的コストをもたらしている」旨の論
旨で以下のように論じている。「法は市民や企業すべてにとっての豊かさと公正のため
に存在すべきものである…これまでの日本には法政策の担い手は、学術的にも、実務
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的にも、不在であった。法が現に「ある」ことを無批判に受け入れるのではなく、必要
悪としての法解釈学が不要になるような立法の営みを「実践する」ことにより、本当に
公正で活力のある社会を実現すべきである…日本では、法解釈の裁量が広く客観性がな
いために、ばく大な社会的コストが発生している。政策判断を司法にゆだねずに、争
点ごとに素早い立法的解決方法を追求すべきである」
（4）本稿の事実関係の説明においては、とくに注記がない場合は、すべてr労働時報」
およびr読売新聞」15年分（85年一99年）の記事から引用している。
（5）本稿では、紙面の都合により事実関係の説明を大幅に割愛している。詳細は、拙
稿修士論文「労働法令の立案・立法過程の研究」を参照されたい。　i
（6）中川剛「行政権の研究」良書普及会1978p．27では次のように述べる。「議会による目
標設定の行為が、行政組織によって影響され、あるていどにおいてとってかわられる
ことにもなる。すなわち法律制定の形式を保ちつつの意思決定過程の実質を行政機関
が支配し、立法そのものが一定の条件で行政機関に任される…」
（7＞山口二郎「現代日本の政官関係」（「年報政治学』岩波書店1995）p．151
（8）久米郁男「日本型労使関係の成功』有斐閣1998p．263
（9）村川一郎「自由民主党の政策決定過程の軌跡」（中村睦男・前田英昭編r立法過程の
研究」信山社1997）p．126
（10）樋口恵子「高齢化社会を下から見ればく1＞」「労働時報』446号（85年10月）pp52－55
（11）小野善康「審議会の役割」（前掲中村睦男・前田英昭編「立法過程の研究」）pp．93－96
（12）五十嵐敬喜・小川明雄r議会1岩波書店1998p。154から引用する。「ある法律の改正
法案を用意しても、内閣法制局が…「過去の行政法との整合性がない」と突き返す可
能性がある…「規制緩和」にとっても、最大の障壁といえるのはこの内閣法制局なのだ」
（13）（14）浅倉むつ子「均等法施行後の政策課題」「ジュリストNO．894］p．22では、男
女雇用機会均等法についてr「漸進主義」「段階主義」に貫かれた「日本的」立法と称
されるj云々と表現しているが、これは時短立法についても全く同様に当てはまる。
ただ、時短立法については、その後の「段階主義」的フォローがタイムリーに連発さ
れたために、「日本的」立法が曲がりなりにも成功した例だと筆者は見ている。
（15）「社会経済の変動と労働法の変容」「ジュリストNO．894」p．9の座談会で、籾井常
喜氏は「（労働組合の）権利闘争といえば、いわば従来の既得権擁護の面だけに目を向
けて、しかも法律論に依拠しての抵抗のみであって、将来の労働者が置かれるであろ
う苦しい条件に先手を打って、どう対応するかということについては、非常に鈍感だ
ったのではないか。…労働法学に問われている理論面における課題は何か…一つは従
来の労働法学が理論的基軸にしていた生存権的基本権論一本槍の理論構成についての
反省です。…今までの労働法学界がいちばん弱かったのは立法論だったのではないか
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と思うのです。従来は治安型立法との対応だけで済みましたので、批判、暴露だけで
済んでしまった…」と発言している。筆者も全く同感である。
（16）碧海純一「法と社会』中央公論社1998pp．104－105
（17）佐竹五六『体験的官僚論1有斐閣1998pp．359－360は、次のように述べる。「理想
を現実化するためには、知恵と力が車の両輪として不可欠である。このことは、1970
年代、80年代を通じて、めぼしい改革が、広義における官僚の知恵と政治家によるその
補正および政治家の力がうまくかみあって実現されたことによって立証されていると
いってよいであろう。…とくに強調しておきたいのは、官僚が政治家に期待するのは
まず政府与党内で合意をつくりだしうる政治家の力なのである。…いかに深い洞察力
とよいセンスをもった政治家といえども、官僚にとつて、力をもたない政治家の主張に
ついていくわけにはいかないのである。…一度出撃すれば敗戦後の戦線整理は、自分
たちがやらなければならないからである」
（18）岩井奉信「立法過程』東京大学出版会i996　pp，207－211では、『わが国の国会が野
党にとって有利な制度や慣例を提供し、それが政府・与党の立法過程に大きな障害とな
っている…まさにわが国の立法過程は…気の遠くなるような「障害物競争」となって
いるのであるjと述べている。筆者がこの欄で示す「立法遅滞要素」については、岩
井氏のいう「障害物競争」の「障害物」よりも広く捉えてみたい。法律の受け手であ
る国民の立場に視座を移せば、国民の目に見えて来ない部分の立法遅滞要素も探るべ
きだと思うからである。たとえば「障害物競争」のアリーナに入ろうとしない「サボタ
ージュjもある筈である。なお、筆者のいう「立法遅滞現象」とは、この「立法遅滞要素」
の結果に過ぎない。
（19）彼藤功「日本国憲法の課題」学陽書房1976p．131
（20）坂本孝治郎「立法過程」（高橋和之ら「政治過程と法3」岩波書店1997）p．144参照
（21）清水睦「立法過程における国会と政府の役割分担をめぐって」（前掲中村睦男・
甫田英昭編「立法過程の研究」）p．24
（22）前掲・佐藤功「日本国憲法の課題」p．131では、さらに次のように述べている。「法
律が裁判所により…適用違憲の判決を受けた場合の事後措置ということ。適用違憲の
判決を受けた場合、その法律をそのままにして置くか、一その改廃を考慮するかとい
う問題が生ずる。…この場合、内閣（各省庁）に代わって国会がそのイこシアティブを
とることは、その改廃を容易にするであろう。また、それこそ立法部の機能と責任か
らいって、立法部にふさわしいしごとであるといえるのではないか」筆者も同意見で
ある。
（23）曽根泰教・岩井奉信「政策過程における議会の役割」（「年報政治学』岩波書店
1987）　p．153
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（24）前掲・佐竹五六r体験的官僚論』pp．269－274
（25）関守「内閣提出法律案の立案過程」（「ジュリストNO．805』1984）pp．25－33
（26）飯尾潤「政治的官僚と行政的政治家」（「年報政治学』岩波書店1995）pp．135－149
（27）マルガリータ・エステベス「政治学から見た官僚制」（城山英明・鈴木寛・細野助
博編著「中央省庁の政策形成過程」中央大学出版部1999）p．25
（28）前掲・関守「内閣提出法律案の立案過程」p．33
（29）前掲・山口二郎「現代日本の政官関係」pp．169－170
（30）辻中豊「利益集団』東京大学出版会1996　pp．162－164
（31）r現代用語の基礎知識1996』自由国民社p．176
（32）前掲・久米郁男f日本型労使関係の成功」p55
（33）村松岐夫「利益集団」（三宅・山口・村松・進藤「日本政治の座標」有斐閣1985）
pp．222－225
（34）篠田徹「再び“ニワトリからアヒル”へ？」（「年報政治学」岩波書店1996）p．136
（35）辻中豊「審議会等の透明化・公開の政治学的意義」（「都市問題研究j第51巻第11号
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（36）前掲・小野善康「審議会の役割」p．88
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（40）本稿で取り上げた労働法令の所管局は、以下のとおりである。
労働基準局・…・……・労働基準法および時短促進法
女性局（前婦人局）・…男女雇用機会均等法、育児・介護休業法およびパートタイム労
　　　　　　　　　　　働法
職業安定局・…・・……労働者派遣法
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